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仕    様    書 

 

１ 業務名 

  広島市立広島市民病院昇降設備保守点検業務 

 

２ 目的 

  本業務は、昇降設備を常に安全かつ良好な状態に保ち、その円滑な運転を確保するため、関係法令 

に基づく法定点検及び保守点検を行い、設備の性能の維持を図るものとする。 

 

３ 業務内容 

 (1) 受注者は、発注者が良好に設備を使用できるよう、下記のとおり、技術員を派遣して法定点検及 

び保守点検を行うものとする。また、緊急時及び異常発生時には即時技術員を派遣し、速やかに設 

備の復旧に努めるものとする。 

 (2) 点検対象設備 

点検対象設備は、次のとおりとする。 

設 備 名 仕  様 ・ 数 量 等 

昇降設備 【別表】No.1 対象機器一覧表のとおり 

(3) 関係法令等 

「建築基準法」及び「昇降機の検査標準(JIS A 4302)」に定めるところによる。 

(4) 法定点検 

ア 建築基準法第 12条第 4項の規定に基づく、年 1回以上の法定点検を行うこと。 

イ 点検基準及び報告様式については、建築基準法第 12条第 3項の規定に準拠すること。 

ウ 法定点検の報告書は、法定点検月末日までに発注者に提出すること。 

(5) 点検の内容 

ア 点検項目・内容は、【別表】No.2による。 

イ 注意事項 

(ｱ) 点検を行う場合には、これまでの不具合状況をあらかじめ発注者から聴取し、点検の参考と 

する。 

(ｲ) 点検は、原則として目視、指触、軽打等により行う。 

(ｳ) 測定を行う点検は、校正管理された判定装置及び計測器にて良否の判断を行う。 

(ｴ) 異常を発見した場合には、同様な異常の発生が予想される箇所の点検を行う。 

(6) 保守の内容 

ア 本契約は、ＰＯＧ契約とし、定期的な点検、清掃、注油、調整、小額の消耗品の補充・交換を 

行う。機械部品、電気部品などの修理・取替えは含まないものとする。 

イ 点検及び故障等により、機器・部品等の交換が必要と判明したときは、速やかに修理計画書（取 

替、修理内容、見積り等）を発注者に提出すること。 

ウ 遠隔監視、異常兆候診断(対応する機種のみ)の項目と監視内容は【別表】No.3による。 

 

４ 業務実施上の留意事項 

(1) 受注者は、当該施設が公共医療機関施設であることを認識し、何人にも不快感を与えないよう作 

業に従事しなければならない。 

(2) 業務を行う者は、その内容に応じ必要な知識及び技能を有するものとする。また、法令により業 

務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有するものが業務を行うこと。 

(3) 受注者は、業務の履行に際しては、特に定める場合を除き、診療業務に支障をきたさないよう、 
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あらかじめ発注者と協議して業務の日時、作業方法等の詳細について定めるものとする。 

(4) 受注者は、従業員の安全衛生に関する管理について現場責任者が責任者となり、関係法令に従っ 

て行うこと。 

(5) 受注者は、業務の実施に当たっては常に整理整頓を行い、業務を行う場所若しくは周辺に第三者 

がいる場合又は立ち入る恐れがある場合には、危険防止に必要な安全措置を講じ、事故発生を防 

止すること。 

(6) 受注者は、業務の実施に当たって設備の異常又は点検等により正常に作動していないことを発見 

した場合は直ちに措置を行い、発注者へ状況を報告すること。 

(7)  受注者は、故障等のため発注者が連絡したときは技術員を派遣し、故障原因等について調査を行 

い必要な処置を講ずるものとする。 

(8) 現場責任者は、従業員に作業内容及び発注者の指示事項等を伝え、その周知徹底を図る。 

(9) 現場責任者は、従業員以上の経験、知識及び技能を有する者とする。なお、現場責任者は従業 

員を兼ねることができる。 

(10) 業務終了後は施錠確認を徹底するとともに業務に関係ない場所及び部屋への出入りは禁止する。 

(11) 現場責任者及び従業員は、業務に適した服装、履物で、名札又は腕章を着けて業務を実施する。 

 

５ 報告事項 

(1) 受注者は、あらかじめ現場責任者及び当該業務に従事する従業員名簿を通知するとともに、前項 

(2)の資格を証する書類(昇降機等検査員資格者証、一級建築士免許又は二級建築士免許)の写しを 

発注者に提出し、承諾を受ける。現場責任者及び従業員を変更する場合も同様とする。 

なお、製造者が当該設備の保守点検業務を行う者への教育プログラムを確立しており、発注者の 

要求があった場合、受注者は責任者がその教育を終了していることを文書等で発注者に提出するこ 

と。 

(2) 受注者は、業務の実施に当たっては実施体制、実施工程、緊急時における連絡先・対応体制等、 

業務を適正に実施するために必要な事項を総合的にまとめた委託業務実施計画書を作成し、契約締 

結後１０日以内に発注者へ提出し、承諾を受ける。 

(3) 受注者は、委託業務実施報告書として、点検の良否、交換した部品、整備した装置及び測定結果 

(判断値含む。)等の業務の結果を報告書に記入し作業終了後、各月末までに発注者に提出する。ま 

た、業務実施写真、劣化状況を示す写真等をあわせて発注者へ１部提出し、発注者の確認を受ける 

ものとする。 

(4) 受注者は、委託業務の点検結果を踏まえ、稼働時間に適応した保全設計周期に基づき、次年度の 

整備計画書及び、次年度以降３年間の修理計画書を発注者に提出すること。なお、各計画書は２月 

末までに発注者に提出すること。 

 (5) 受注者は、委託業務の全部又は一部を第三者に請け負わせ、又は委任する場合、あらかじめ再委 

任承諾申請書を書面により提出し、発注者の承認を得た場合は、委任することができる。 

 

６ 費用の負担等 

(1) 委託業務に必要な経費のうち電気料、水道料は発注者の負担とする。 

(2) 本業務を実施するために必要な機材類・軽微な消耗品類（ランプ、ヒューズ、タッチアップペイ

ントこれらに類するもの）は、受注者の負担とする。ただし、緊急修理に要した部品等は除くもの

とする。 

(3) 業務の実施に伴い発生した廃棄物の処理は、受注者の負担とする。 

(4) 清掃に必要な資機材は、受注者の負担とする。 

(5) 業務の報告書等の用紙及び消耗品は、受注者の負担とする。 

(6) 点検に必要な工具、計測機器等の機材は、設備機器に付属して設置されているものを除き、受注 
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者の負担とする。 

(7) 諸法規の改正又は発注者の要求により、現状の仕様変更や改造等が生じた場合の費用は発注者の 

負担とする。 

(8) 昇降設備を使用する側の不注意、不適切な使用・管理により発生する修理又は取替の費用は発注

者の負担とする。 

(9) 業務の性質上当然に実施しなければならないもの及び軽微な事項で、契約図書に記載のない附帯 

的業務は、受注者の負担において行う。 

(10) 地震等天災地変、その他の不可抗力により生じた一切の復旧に係る費用は発注者の負担とする。 

 

７ その他 

 (1) 受注者は、契約終了又は契約解除等により業務の受託者が変更になる場合、引き続き業務が円滑 

に行われるよう、新たな受託予定者に対して発注者が指定する期間、業務の引継ぎを行わなければ 

ならない。 

(2) この仕様書に定めのない事項、又は疑義を生じたときは、必要に応じて発注者と受注者が協議し 

て定めるものとする。  


